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はじめに 

 

県内中小企業を取り巻く環境は、急激な円安の進行、エネルギー価格の高止

まり、そして 2024年問題に代表される労働力不足により依然として厳しい状

況にあります。 

労働力不足には、日本の人口構造の変化が大きく影響しています。少子化の

傾向が続く中、出生数の減少が深刻化し、過去の統計と比較しても低い水準が

続いています。これに伴い、生産年齢人口（15～64歳）も減少し、働き手の確

保が一層難しくなっています。さらに、地方では大都市圏への人口流出が顕著

であり、中小企業は限られた人材の中で事業を維持・発展させるための対応を

迫られています。また、働き方改革の推進により労働時間の適正化が求められ

る中、生産性向上のためのデジタル技術導入や業務の効率化が不可欠となって

います。 

こうした状況下で、地域経済を支える中小企業者が変化に適応し、持続的に

成長、発展する好循環を実現するためには、収益力すなわち「稼ぐ力」の向上

が不可欠であり、企業の原動力となる人材の確保と育成が重要です。また、1

社では解決できない課題について、中小企業組合の組織的な機能を生かした事

業活動の重要性も増しています。 

本調査は、静岡県内の組合に所属する中小企業者等に対し、人材確保・育成

の現状と今後の取組みについて、その実態を調査し、企業が抱える課題を具体

的に把握することで、今後の人材確保・育成支援策の基礎資料とすることを目

的とするものです。 

今回の調査によって、県内企業における人材確保・育成の実態や支援ニーズ

を詳細に把握し、現状分析を行うことができました。本報告書が、中小企業組

合における機能強化と、組合員各社の人材確保・育成、ひいては「稼ぐ力」向

上を図るための一助となれば幸いです。 

最後に、本調査実施にあたりまして、多大なご指導をいただきました一般財

団法人静岡経済研究所大石真裕様をはじめ、アンケート調査にご協力いただき

ました組合員企業各位に心より感謝申し上げますとともに、今後とも一層のご

支援、ご協力を賜りますようお願い申し上げます。 

 

令和７年２月 

静岡県中小企業団体中央会 
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I 調査の概要 

１．調査の目的 

本調査は、県内中小企業者の人材確保・育成の現状を把握し、業種別/育

成能力別の人材確保・育成に関する支援策の検討資料とすることを目的と

して、静岡県中小企業団体中央会が実施した。 

２．アンケートの実施要領 

（１）調査時点 令和６年 11月１日 

（２）調査期間 令和６年 11月８日～11月 30日 

（３）調査対象 858 社（県内中小企業者を網羅的に調査すべく選定した

12組合の組合員企業） 

（４）回答者数 203社（回収率 23.7％） 

（５）調査方法 ①郵送による書面調査（回収は FAX、Webサイトによる） 

②Webサイトを活用したアンケート調査 

（メールによる協力依頼） 

３．委員会の開催 

第１回 

開催日 令和６年 10月 23日(水) 

会 場 静岡県中小企業団体中央会 静岡事務所  

出席者 ５人 

第２回 

開催日 令和７年２月 17日(月) 

会 場 静岡県中小企業団体中央会 静岡事務所  

出席者 ５人 

４．委員の構成 

〈アドバイザー〉 

氏 名 所 属 役 職 

大石 真裕 一般財団法人静岡経済研究所 主席研究員 

〈委 員〉 

氏 名 所 属 役 職 

佐塚 一弘 静岡県中小企業団体中央会 常務理事 

住川 守雄 静岡県中小企業団体中央会 経営支援部 部長 

〈事務局〉 

氏 名 所 属 役 職 

園田 将也 静岡県中小企業団体中央会 主事 

佐野 哲也 静岡県中小企業団体中央会 主事 
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II 調査結果の概要 

１．アンケートの回答企業の属性 

（１）業種 

回答企業を業種別にみると（図表 1）、「建設業」の 35.5％が最も多く、

次いで「製造業」の 26.6％、「運輸業」の 19.7％、「卸売業、小売業」の 12.3％、

「飲食・宿泊業、サービス業」の 5.9％の順であった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）従業員規模 

回答企業を従業員規模別にみると（図表 2）、「６～20人」の 33.5％が最

も多く、次いで「21～50 人」の 29.9％、「51～100 人」の 16.8％の順であ

った。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

（注）ｎは有効回答者数、比率は小数第２位を四捨五入により算出。以下同じ 
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図表 1 業種別構成比（ＳＡ） 

図表 2 従業員規模別構成比（ＳＡ） 
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（３）所在地 

回答企業を所在地別にみると（図表 3）、「中部」の 44.8％が最も多く、

次いで「西部」の 32.3％、「東部」の 22.9％の順であった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２．回答企業の職員採用状況 

（１）採用人数 

直近３年間の常用労働者（パート含む）採用の有無をみると（図表 4）、

「採用あり」が 83.0％と「採用なし」の 17.0％を大幅に上回った。「採用

あり」と回答した企業の採用人数は（図表 5）、「１人」の 15.6％が最も多

く、次いで「３人」の 13.1％、「２人」の 11.9％の順となり、採用人数１人

～５人が５割超という結果になった。 

従業員規模別に採用人数をみると（図表 6）、従業員規模が大きいほど採

用人数が多い傾向にあった。 
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図表 4 直近３年間の採用の有無（ＳＡ） 
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図表 5 直近３年間の採用人数 

図表 3 所在地別構成比（ＳＡ） 
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（２）退職者数 

直近３年間の退職者の有無をみると（図表 7）、退職者「あり」の 80.5％

が退職者「なし」の 19.5％を大幅に上回った。 
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図表 7 直近３年間の退職有無（ＳＡ） 

図表 6 従業員規模別_採用人数 

n １人 ２人 ３人 ４人 ５人 ６人 ７人 ８人
全体 160 15.6 11.9 13.1 5.6 7.5 4.4 3.8 5.0
 人以下 9 100.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0
 ～  人 45 26.7 24.4 24.4 11.1 8.9 2.2 0.0 2.2
  ～  人 55 7.3 10.9 14.5 3.6 12.7 9.1 7.3 9.1
  ～   人 30 0.0 6.7 6.7 3.3 0.0 3.3 6.7 6.7
   ～   人 16 0.0 0.0 0.0 0.0 6.3 0.0 0.0 0.0
   人以上 1 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

従
業
員
数

採用人数(％) 

n ９人   人   ～  人   ～  人   ～  人   ～  人   ～   人    人以上

全体 160 1.9 8.1 8.1 5.0 3.8 2.5 1.3 2.5
 人以下 9 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0
 ～  人 45 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0
  ～  人 55 3.6 3.6 12.7 1.8 3.6 0.0 0.0 0.0
  ～   人 30 3.3 26.7 13.3 10.0 6.7 3.3 3.3 0.0
   ～   人 16 0.0 18.8 6.3 12.5 12.5 18.8 6.3 18.8
   人以上 1 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 100.0

従
業
員
数

採用人数(％) 
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３．経営状況 

（１）現在の経営状況 

１年 と比べた現在の経営状況をみると（図表 8）、「変わらない」の

58.6％が６割近くを占め、「良い」の 22.7％、「悪い」の 18.7％を大きく上

回った。 

業種別にみても（図表 9）、全業種で「変わらない」が最も多く、次点と

して「良い」が「悪い」を上回る傾向にあるが、「卸売業、小売業」だけは

「良い」「悪い」「変わらない」の３項目がほぼ横並びの数値となった。 

従業員規模別にみても（図表 10）、「変わらない」が最多であるが、従業

員数 20人以下の企業では「悪い」が多い傾向にあり、21人以上 300人以下

では「良い」が多い傾向となった。 
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図表 8 現在の経営状況（ＳＡ） 

図表 9 業種別_経営状況（ＳＡ） 

図表 10 従業員規模別_経営状況（ＳＡ） 

n
良い 変わら

ない
悪い

全体 203 22.7 58.6 18.7
 人以下 22 22.7 45.5 31.8
 ～  人 66 15.2 62.1 22.7
  ～  人 59 22.0 57.6 20.3
  ～   人 33 36.4 60.6 3.0
   ～   人 16 25.0 62.5 12.5
   人以上 1 0.0 100.0 0.0

従
業
員
数

経営状況(％)

n
良い 変わら

ない
悪い

全体 203 22.7 58.6 18.7
建設業 72 15.3 73.6 11.1
製造業 54 29.6 42.6 27.8
卸売業、小売業 25 32.0 36.0 32.0
運輸業 40 20.0 65.0 15.0
飲食・宿泊業、サービス業 12 25.0 66.7 8.3

業
種

経営状況(％)
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（２）主要事業の今後の方針 

現在行っている主な事業の今後の方針をみると（図表 11）、「現状維持」

の 62.4％が最も多く、「強化拡大」の 35.6％が続いた。 

従業員規模別にみても（図表 12）「現状維持」が多い傾向が見られた

が、「51～100 人」では「強化拡大」が「現状維持」を上回り、７割近く

を占めた。 

業種別にみると（図表 13）、「卸売業、小売業」で唯一「強化拡大」が

「現状維持」を超え最も多い結果となった。 
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図表 11 事業の方針（ＳＡ） 

図表 13 業種別_事業の方針（ＳＡ） 

図表 12 従業員規模別_事業の方針（ＳＡ） 

n 強化拡大 現状維持  小  止 その 
全体 202 35.6 62.4 1.0 0.5 0.5
建設業 72 30.6 68.1 1.4 0.0 0.0
製造業 53 34.0 66.0 0.0 0.0 0.0
卸売業、小売業 25 48.0 44.0 0.0 4.0 4.0
運輸業 40 45.0 52.5 2.5 0.0 0.0
飲食・宿泊業、サービス業 12 16.7 83.3 0.0 0.0 0.0

業
種

事業の方針(％)

n 強化拡大 現状維持  小  止 その 
全体 202 35.6 62.4 1.0 0.5 0.5
 人以下 22 4.5 86.4 0.0 4.5 4.5
 ～  人 65 23.1 75.4 1.5 0.0 0.0
  ～  人 59 40.7 57.6 1.7 0.0 0.0
  ～   人 33 69.7 30.3 0.0 0.0 0.0
   ～   人 16 43.8 56.3 0.0 0.0 0.0
   人以上 1 100.0 0.0 0.0 0.0 0.0

従
業
員
数

事業の方針(％)
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（３）経営上の問題点 

経営上の問題点（図表 14）をみると、「人材不足」の 72.3％が最も多く、

次いで「光熱費・原材料・仕入品の高騰」の 50.0％、「人件費の拡大」の

39.1％が上位３項目となった。 

業種別（図表 15）にみてもほぼ同様の傾向にあり、特に「建設業」では

「人材不足」を経営上の問題とした回答が 84.7％と８割を超えた。一方、

「飲食・宿泊業、サービス業」では「光熱費・原材料・仕入品の高騰」が

66.7％と、「人材不足」の 50.0％を超え最も多かった。また、「運輸業」で

は「人件費の増大」が 67.5％と 業種と比べて高く、唯一５割を超えた。 
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 売不 ・ 注の減少

同業 社との  激化
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その 

     

図表 14 経営上の問題点（ＳＡ） 

図表 15 業種別_経営上の問題点（ＭＡ） 

n

人材不足 人件費
の増大

 売不
 ・ 注
の減少

製品開発
力・ 売
力の不足

同業 社
との  
激化

光熱費・
原材料・
仕入品の
高騰

全体 202 72.3 39.1 24.8 7.4 16.3 50.0
建設業 72 84.7 27.8 19.4 2.8 23.6 47.2
製造業 53 71.7 35.8 30.2 13.2 9.4 47.2
卸売業、小売業 25 48.0 32.0 36.0 16.0 24.0 44.0
運輸業 40 72.5 67.5 17.5 2.5 5.0 57.5
飲食・宿泊業、サービス業 12 50.0 41.7 33.3 8.3 25.0 66.7

業
種

経営上の問題点(％)

n

製品・ 
売価格の
変動

 期・ 
価等の取
  件の
厳しさ

  ・資
  り難

環境規 
の強化

その 

全体 202 12.9 14.4 6.4 5.0 5.0
建設業 72 12.5 19.4 6.9 5.6 2.8
製造業 53 11.3 13.2 5.7 5.7 9.4
卸売業、小売業 25 36.0 8.0 0.0 0.0 0.0
運輸業 40 2.5 15.0 12.5 7.5 5.0
飲食・宿泊業、サービス業 12 8.3 0.0 0.0 0.0 8.3

業
種

経営上の問題点(％)
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４．人材不足に関する現状 

（１）従業員の過不足感 

従業員の過不足感（図表 16）をみると、「不足」の 68.8％が最も多く、

次いで「適正」の 29.2％、「過剰」の 2.0％の順であった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）人材不足の分野 

人材不足の分野（図表 17）をみると、「現場業務・生産」が 81.2％と８

割を超え最も多く、「 売・サービス」の 15.9％、「総務・企画・人事・経

理」の 13.0％が続いた。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図表 16 従業員の過不足感（ＳＡ） 
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研究開発・ 品開発・設計

 ス  ・  

その 

     

図表 17 人材不足の分野（ＳＡ） 
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（３）人材不足の影響 

人材不足の影響（図表 18）をみると、「従業員の負担増加」が 71.6％、

「売上機会の逸失」が 51.5％、「業務効率の低下」が 35.8％で上位３項目

となった。 

業種別（図表 19）にみると、「建設業」と「製造業」で「従業員の負担増

加」がそれぞれ 78.2％、73.5％と最も多く、「卸売業、小売業」では、「従

業員の負担増加」と「売上機会の逸失」が同率 75.0％で最も多かった。「運

輸業」では「売上機会の逸失」が 65.4％で最も多く、「飲食・宿泊業、サー

ビス業」は「サービスの質の低下」の 85.7％が最も多い結果となった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

     

     

     

     

     

    

    

    

            

従業員の負担増加

売上機会の逸失

業務効率の低下

売上の減少

人件費の増大

サービスの質低下

 期の れ

その 

     

図表 18 人材不足の影響（ＭＡ） 

図表 19 業種別_人材不足の影響 

n
売上機会
の逸失

売上の
減少

人件費の
増大

従業員の
負担増加

全体 134 51.5 20.1 12.7 71.6
建設業 55 52.7 27.3 9.1 78.2
製造業 34 35.3 8.8 17.6 73.5
卸売業、小売業 12 75.0 16.7 8.3 75.0
運輸業 26 65.4 26.9 19.2 53.8
飲食・宿泊業、サービス業 7 28.6 0.0 0.0 71.4

業
種

人材不足の影響(％)

n
業務効率
の低下

サービス
の質低下

 期の
 れ

その 

全体 134 35.8 9.7 8.2 3.0
建設業 55 49.1 1.8 10.9 0.0
製造業 34 32.4 8.8 11.8 0.0
卸売業、小売業 12 33.3 16.7 0.0 8.3
運輸業 26 19.2 3.8 3.8 11.5
飲食・宿泊業、サービス業 7 14.3 85.7 0.0 0.0

業
種

人材不足の影響(％)
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（４）人材不足への対応方法 

人材不足への対応（図表 20）をみると、「業務の外注」が 51.1％と最多

で、「多能工化(*)」の 39.4％、「女性・高齢者の活用」の 26.3％が続いた。 

業種別（図表 21）にみると、「卸売業、小売業」を除く４業種で「業務の

外注」が最も多く、「卸売業、小売業」では「多能工化」が 61.5％で最も多

かった。「卸売業、小売業」「運輸業」「飲食・宿泊業、サービス業」といっ

た第３次産業では「女性・高齢者の活用」が多く見られた。 

*多能工化:本調査では、複数業務の兼務を指す。 
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 業人材の活用

その 

     

図表 20 人材不足への対応（ＭＡ） 

図表 21 業種別_人材不足への対応 

n
多能工化  業人材

の活用
業務の
外注

業務  
 ス改 

省力化設
備の導入

全体 137 39.4 5.1 51.1 24.8 10.9
建設業 56 28.6 0.0 53.6 23.2 7.1
製造業 35 51.4 5.7 62.9 22.9 14.3
卸売業、小売業 13 61.5 7.7 15.4 38.5 7.7
運輸業 26 42.3 7.7 50.0 23.1 11.5
飲食・宿泊業、サービス業 7 14.3 28.6 42.9 28.6 28.6

人材不足への対応(％)

業
種

n

  社員
の活用

女性・
高齢者の
活用

外 人材
の活用

実施して
いない

その 

全体 137 16.1 26.3 17.5 7.3 4.4
建設業 56 10.7 21.4 14.3 12.5 3.6
製造業 35 20.0 25.7 31.4 2.9 2.9
卸売業、小売業 13 23.1 38.5 0.0 0.0 15.4
運輸業 26 19.2 30.8 11.5 3.8 3.8
飲食・宿泊業、サービス業 7 14.3 28.6 28.6 14.3 0.0

業
種

人材不足への対応(％)
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５．募集・採用に関する現状及び今後の取組み 

（１）直近３年間の採用状況 

直近３年間の採用状況（図表 22）をみると、募集人員を「採用できてい

る」の 46.8％が最も多く、「採用できていない」が 41.8％、「求人していな

い」が 11.4％であった。 

業種別（図表 23）にみると、「建設業」のみ「採用できていない」が 53.5％

で、「採用できている」の 39.4％を上回る結果となった。 

経営状況別（図表 24）にみると、経営状況が「良い」と答えた企業は「採

用できている」が 60.9％と６割を超えたのに対し、「悪い」と答えた企業で

は 39.5％と４割を下回った。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

採用できている

     

採用できていない

     

求人していない

     

     

図表 22 直近 3年間の採用状況（ＳＡ） 

図表 23 業種別_直近３年間の採用状況 

図表 24 経営状況別_直近３年間の採用状況 

n
採用でき
ている

採用でき
ていない

求人して
いない

全体 201 46.8 41.8 11.4
建設業 71 39.4 53.5 7.0
製造業 53 47.2 34.0 18.9
卸売業、小売業 25 40.0 36.0 24.0
運輸業 40 62.5 35.0 2.5
飲食・宿泊業、サービス業 12 50.0 41.7 8.3

業
種

採用状況(％)

n
採用でき
ている

採用でき
ていない

求人して
いない

全体 201 46.8 41.8 11.4
良い 46 60.9 34.8 4.3
悪い 38 39.5 39.5 21.1
変わらない 117 43.6 45.3 11.1

経
営
状
況

採用状況(％)
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（２）採用活動の状況 

現在実施している採用活動（図表 25）をみると、「ハ ーワークの活用」

の 79.7％が最も多く、次いで「知人・社員の紹介」の 70.3％、「ＨＰへの

求人情報の掲載」の 58.5％の順であった。 

続いて、新たな採用活動への取組み意欲を明らかにするため、現状の採

用活動と今後実施する方針の採用活動の差をみると、「知人・社員の紹介」

が＋8.2ポイント、「ＳＮＳの活用」が＋7.9ポイント、「ＨＰへ求人情報掲

載」が＋6.3ポイントの順に差が大きく、新たに取り組もうとしている企業

が多いことがわかる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

図表 25 採用活動の状況 

(％)

№ 採用活動
実施して
いる

今後実施
する

差
(今後-現状)

1 ハ ーワークの活用 79.7 81.2 ＋   
2 知人・社員の紹介 70.3 78.5 ＋   
3 ＨＰへ求人情報掲載 58.5 64.8 ＋   
4 求人サイト 57.6 57.6 ± 
5 学校訪問 34.7 36.9 ＋   
6 求人広告 34.1 35.2 ＋   
7 就職フェア・説明会 28.6 29.8 ＋   
8 インターンの 入れ 24.1 27.7 ＋   
9 ＳＮＳの活用 19.9 27.8 ＋   
10 スカウトサービス 19.5 22.7 ＋   
11 その 3.3 1.6 -1.7



14 

（３）外 人材の活用状況 

外 人材の活用状況（図表 26）をみると、「外 人技能実習生」の 11.4％

が最も多く、「特定技能外 人」の 11.3％が続く。 

今後の外 人材活用方針をみると、「特定技能外 人」の 21.0％が最も多

く、次いで「外 人技能実習生」の 18.0％、「高度外 人材」の 15.0％の

順となった。 

続いて、外 人材の今後の活用意向を明らかにするため、現在「活用して

いる」と答えた企業と、「今後活用する又は活用を検討中」と答えた企業の

差をみると、「特定技能外 人」が＋9.7ポイントと最も大きく、新たに活

用する意向が強いことがわかる。 

現在の外 人材の活用状況を業種別にみると（図表 27～図表 31）、「製

造業」では全般的に活用割合が高く、「飲食・宿泊業、サービス業」では「特

定技能外 人」、「留学生アルバイト」を活用している割合が高い。「卸売業、

小売業」「運輸業」は相対的に外 人材活用が進んでいないことがわかる。 

今後の外 人材の活用方針を業種別にみると（図表 32～図表 36）、「建

設業」と「製造業」は「外 人技能実習生」、「特定技能外 人」、「高度外 

人材」の活用に積極的であり、「卸売業、小売業」と「運輸業」はいずれも

上記人材の活用に消極的と言える。なお、「運輸業」では、業界の職種が外

 人技能実習 度の移行対象職種に指定されていないほか、特定技能外 

人においては令和６年３月 29日に「自動車運送分野」の追加が閣議決定さ

れたばかりであることから、活用が難しい背景がある。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

図表 26 外 人材の活用 
(％)

№ 外 人材活用

活用して
いる

今後活用
する又は
活用を検
討中

差
(今後－現状)

1 外 人技能実習生 11.4 18.0 ＋   
2 特定技能外 人 11.3 21.0 ＋   
3 高度外 人材 6.3 15.0 ＋   
4 留学生アルバイト 2.6 7.4 ＋   
5 その 6.4 4.3 -2.1
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図表 27 業種別_外 人技能実習生_活用状況 

図表 28 業種別_特定技能外 人_活用状況 

図表 29 業種別_高度外 人材_活用状況 

図表 30 業種別_留学生アルバイト_活用状況 

図表 31 業種別_その _活用状況 

n
活用して
いる

活用して
いない

全体 193 11.4 88.6
建設業 68 13.2 86.8
製造業 50 22.0 78.0
卸売業、小売業 24 4.2 95.8
運輸業 39 2.6 97.4
飲食・宿泊業、サービス業 12 0.0 100.0

業
種

現状_外 人技能実習生(％)

n
活用して
いる

活用して
いない

全体 192 6.3 93.8
建設業 68 7.4 92.6
製造業 49 10.2 89.8
卸売業、小売業 24 0.0 100.0
運輸業 39 2.6 97.4
飲食・宿泊業、サービス業 12 8.3 91.7

業
種

現状_高度外 人材(％)

n
活用して
いる

活用して
いない

全体 189 2.6 97.4
建設業 65 3.1 96.9
製造業 49 0.0 100.0
卸売業、小売業 24 0.0 100.0
運輸業 39 2.6 97.4
飲食・宿泊業、サービス業 12 16.7 83.3

業
種

現状_留学生アルバイト(％)

n
活用して
いる

活用して
いない

全体 141 6.4 93.6
建設業 52 3.8 96.2
製造業 30 10.0 90.0
卸売業、小売業 19 0.0 100.0
運輸業 30 10.0 90.0
飲食・宿泊業、サービス業 10 10.0 90.0

業
種

現状_その (％)

n
活用して
いる

活用して
いない

全体 195 11.3 88.7
建設業 68 11.8 88.2
製造業 52 15.4 84.6
卸売業、小売業 24 4.2 95.8
運輸業 39 2.6 97.4
飲食・宿泊業、サービス業 12 33.3 66.7

業
種

現状_特定技能外 人(％)
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図表 32 業種別_外 人技能実習生_活用方針 

図表 33 業種別_特定技能外 人_活用方針 

図表 34 業種別_高度外 人材_活用方針 

図表 35 業種別_留学生アルバイト_活用方針 

図表 36 業種別_その _活用方針 

n
活用する 活用を検

討中
活用しな
い

わからな
い

全体 194 10.8 7.2 53.1 28.9
建設業 68 11.8 8.8 50.0 29.4
製造業 51 21.6 7.8 43.1 27.5
卸売業、小売業 24 4.2 4.2 70.8 20.8
運輸業 39 2.6 5.1 56.4 35.9
飲食・宿泊業、サービス業 12 0.0 8.3 66.7 25.0

業
種

今後_外 人技能実習生(％)

n
活用する 活用を検

討中
活用しな
い

わからな
い

全体 195 10.8 10.3 45.1 33.8
建設業 68 10.3 10.3 42.6 36.8
製造業 52 19.2 13.5 34.6 32.7
卸売業、小売業 24 4.2 4.2 70.8 20.8
運輸業 39 2.6 10.3 48.7 38.5
飲食・宿泊業、サービス業 12 16.7 8.3 41.7 33.3

業
種

今後_特定技能外 人(％)

n
活用する 活用を検

討中
活用しな
い

わからな
い

全体 193 3.6 11.4 46.6 38.3
建設業 68 4.4 11.8 42.6 41.2
製造業 50 6.0 20.0 36.0 38.0
卸売業、小売業 24 0.0 4.2 75.0 20.8
運輸業 39 0.0 7.7 46.2 46.2
飲食・宿泊業、サービス業 12 8.3 0.0 58.3 33.3

業
種

今後_高度外 人材(％)

n
活用する 活用を検

討中
活用しな
い

わからな
い

全体 190 3.2 4.2 62.6 30.0
建設業 65 3.1 1.5 60.0 35.4
製造業 50 2.0 6.0 62.0 30.0
卸売業、小売業 24 4.2 4.2 75.0 16.7
運輸業 39 2.6 5.1 66.7 25.6
飲食・宿泊業、サービス業 12 8.3 8.3 41.7 41.7

業
種

今後_留学生アルバイト(％)

n
活用する 活用を検

討中
活用しな
い

わからな
い

全体 140 3.6 0.7 51.4 44.3
建設業 51 2.0 0.0 54.9 43.1
製造業 30 3.3 0.0 46.7 50.0
卸売業、小売業 19 0.0 0.0 63.2 36.8
運輸業 30 6.7 3.3 46.7 43.3
飲食・宿泊業、サービス業 10 10.0 0.0 40.0 50.0

業
種

今後_その (％)



17 

（４）雇用または活用したい人材 

雇用または活用したい人材をみると（図表 37）、「正規社員」の 93.5％が

最も多く、次いで「女性」の 21.9％、「非正規社員」の 20.4％の順となっ

た。 

業種別にみると（図表 38）、全業種で「正規社員」が最も多く、「卸売業、

小売業」「運輸業」「飲食・宿泊業、サービス業」といった第３次産業では

「非正規社員」、「女性」、「兼業・ 業人材」も多いことがわかる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

図表 37 雇用・活用したい人材（ＭＡ） 
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 ニア人材

外 人材

  フェ    ル人材

兼業・ 業人材

 がい者

特になし

その 

     

図表 38 業種別_雇用・活用したい人材 

n

正規社員 非正規社
員

外 人材   フェ 
   ル
人材

女性

全体 201 93.5 20.4 13.4 12.4 21.9
建設業 70 97.1 12.9 7.1 20.0 15.7
製造業 54 92.6 13.0 20.4 9.3 18.5
卸売業、小売業 25 80.0 24.0 12.0 12.0 28.0
運輸業 40 100.0 27.5 12.5 7.5 27.5
飲食・宿泊業、サービス業 12 83.3 66.7 25.0 0.0 41.7

業
種

雇用・活用したい人材(％)

n
 ニア人
材

 がい者 兼業・
 業人材

特になし その 

全体 201 17.4 5.0 6.5 4.5 0.5
建設業 70 14.3 5.7 2.9 2.9 1.4
製造業 54 16.7 1.9 1.9 3.7 0.0
卸売業、小売業 25 12.0 8.0 12.0 20.0 0.0
運輸業 40 22.5 2.5 12.5 0.0 0.0
飲食・宿泊業、サービス業 12 33.3 16.7 16.7 0.0 0.0

業
種

雇用・活用したい人材(％)
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（５）採用力強化に向けた取組み 

採用力強化に向けて行っている取組みをみると（図表 39）、「賃 の 上

げ」の 55.4％が最も多く、次いで「採用活動の見直し」と、「職場環境の改

 」が 39.5％で同率となった。 

業種別にみると（図表 40）、「飲食、宿泊業、サービス業」を除く４業種

では「賃 の 上げ」が最も多く、「卸売業、小売業」「運輸業」「飲食・宿

泊業、サービス業」といった第３次産業では「各種労働 件の改 」の回答

割合も高いことがわかる。 

従業員規模別にみると（図表 41）、６人以上 100 人以下は「賃 の 上

げ」が最も多く、100人以上は「各種労働 件の改 」が最も多いことがわ

かる。 
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知名度・企業イメージの向上
各種労働 件の改 

   生の 実
労働時間の  

採用基準の見直し

社会課題解決への  
差別化  の推進
採用担 者の  

その 

     

図表 39 採用力強化に向けた取組み（ＳＡ） 

図表 40 業種別_採用力強化に向けた取組み 

n

採用活動
の見直し

採用基準
の見直し

賃 の 
上げ

労働時間
の  

各種労働
 件の改
 

職場環境
の改 

全体 195 39.5 24.1 55.4 27.2 34.4 39.5
建設業 68 44.1 25.0 55.9 29.4 27.9 38.2
製造業 53 39.6 24.5 49.1 18.9 22.6 41.5
卸売業、小売業 22 40.9 36.4 45.5 9.1 45.5 40.9
運輸業 40 32.5 20.0 70.0 35.0 50.0 35.0
飲食・宿泊業、サービス業 12 33.3 8.3 50.0 58.3 50.0 50.0

採用力強化に向けた取組み(％)

業
種

n

   生
の 実

採用担 
者の  

差別化 
 の推進

知名度・企
業イメージ
の向上

社会課題
解決への
  

その 

全体 195 34.4 2.6 6.7 35.4 8.7 1.5
建設業 68 27.9 4.4 7.4 35.3 11.8 1.5
製造業 53 37.7 1.9 3.8 37.7 7.5 0.0
卸売業、小売業 22 31.8 4.5 4.5 36.4 0.0 9.1
運輸業 40 45.0 0.0 10.0 32.5 10.0 0.0
飲食・宿泊業、サービス業 12 25.0 0.0 8.3 33.3 8.3 0.0

業
種

採用力強化に向けた取組み(％)
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図表 41 従業員規模別_採用力強化に向けた取組み 

n

採用活動
の見直し

採用基準
の見直し

賃 の 
上げ

労働時間
の  

各種労働
 件の改
 

職場環境
の改 

全体 195 39.5 24.1 55.4 27.2 34.4 39.5
 人以下 17 47.1 23.5 23.5 23.5 0.0 35.3
 ～  人 65 32.3 26.2 49.2 20.0 24.6 36.9
  ～  人 57 36.8 21.1 68.4 29.8 43.9 43.9
  ～   人 33 42.4 18.2 63.6 39.4 39.4 45.5
   ～   人 16 56.3 25.0 50.0 37.5 62.5 37.5
   人以上 1 100.0 0.0 100.0 0.0 100.0 0.0

従
業
員
数

採用力強化に向けた取組み(％)

n

   生
の 実

採用担 
者の  

差別化 
 の推進

知名度・企
業イメージ
の向上

社会課題
解決への
  

その 

全体 195 34.4 2.6 6.7 35.4 8.7 1.5
 人以下 17 17.6 0.0 0.0 5.9 0.0 11.8
 ～  人 65 24.6 1.5 6.2 24.6 4.6 1.5
  ～  人 57 33.3 5.3 8.8 42.1 14.0 0.0
  ～   人 33 60.6 3.0 6.1 60.6 9.1 0.0
   ～   人 16 50.0 0.0 12.5 43.8 18.8 0.0
   人以上 1 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

従
業
員
数

採用力強化に向けた取組み(％)
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６．人材育成に関する現状及び今後の取組み 

（１）人材育成の実施状況 

現在実施している人材育成手法をみると（図表 42）、「ＯＪ 」の 81.4％

が最も多く、次いで「ＯＦＦ-Ｊ 」の 50.8％、「自己啓発の補助」の 40.8％

の順であった。今後の人材育成手法に関する活用意向を明らかにするため、

現在「実施している」人材育成手法と「今後実施する」予定の人材育成手法

の差をみると、「スキルマ  の策定」が＋9.5ポイントと最も差が大きく、

「人材育成計画の策定」が＋8.8ポイントと続いた。新たに取組みたい意向

が強いことがわかる。 

経営状況別にみると（図表 44～図表 48）、経営状況が「良い」と回答し

た企業ほど人材育成を「実施している」ことがわかる。特に「ＯＦＦ-Ｊ 」

と「自己啓発」の項目では、経営状況が「良い」と回答した企業と「悪い」

と回答した企業の実施状況に顕著な差が見られた。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

図表 42 人材育成の実施状況（ＭＡ） 

図表 44 経営状況別_OJT_実施状況 

図表 43 経営状況別_Off-JT_実施状況 

(％)

№ 人材育成
実施して
いる

今後実施
する 差

(今後－現状)

1 ＯＪ 81.4 83.4 ＋   
2 ＯＦＦ-Ｊ 50.8 56.8 ＋   
3 自己啓発の補助 40.8 46.8 ＋   
4 人材育成計画の策定 24.7 33.5 ＋   
5 スキルマ  の策定 19.5 28.9 ＋   
6 その 2.3 3.1 ＋   

n
実施して
いる

実施して
いない

全体 199 81.4 18.6
良い 45 86.7 13.3
悪い 36 80.6 19.4
変わらない 118 79.7 20.3
良い－悪い 6.1

経
営
状
況

現在_ＯＪ (％)

n
実施して
いる

実施して
いない

全体 193 50.8 49.2
良い 45 66.7 33.3
悪い 35 34.3 65.7
変わらない 113 49.6 50.4
良い－悪い 32.4

経
営
状
況

現在_ＯＦＦ-Ｊ (％)
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図表 45 経営状況別_自己啓発の補助_実施状況 

図表 46 経営状況別_人材育成計画の策定_実施状況 

図表 47 経営状況別_スキルマ  の策定_実施状況 

図表 48 経営状況別_その _実施状況 

n
実施して
いる

実施して
いない

全体 191 40.8 59.2
良い 45 60.0 40.0
悪い 33 33.3 66.7
変わらない 113 35.4 64.6
良い－悪い 26.7

経
営
状
況

現在_自己啓発の補助(％)

n
実施して
いる

実施して
いない

全体 190 24.7 75.3
良い 45 31.1 68.9
悪い 34 17.6 82.4
変わらない 111 24.3 75.7
良い－悪い 13.5

経
営
状
況

現在_人材育成計画の策定(％)

n
実施して
いる

実施して
いない

全体 190 19.5 80.5
良い 45 20.0 80.0
悪い 34 17.6 82.4
変わらない 111 19.8 80.2
良い－悪い 2.4

経
営
状
況

現在_スキルマ  の策定(％)

n
実施して
いる

実施して
いない

全体 128 2.3 97.7
良い 29 3.4 96.6
悪い 23 0.0 100.0
変わらない 76 2.6 97.4
良い－悪い 3.4

経
営
状
況

現在_その (％)
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n

時間の確
保が難し
い

予算の確
保が難し
い

効果が見
えにくい

人材育成
担 者が
いない

教える側
の能力・
意識が低
い

全体 199 49.7 15.1 20.1 34.2 25.1
建設業 69 49.3 8.7 21.7 39.1 15.9
製造業 54 53.7 13.0 14.8 29.6 33.3
卸売業、小売業 24 37.5 16.7 29.2 33.3 33.3
運輸業 40 52.5 27.5 20.0 40.0 17.5
飲食・宿泊業、サービス業 12 50.0 16.7 16.7 8.3 50.0

人材育成の問題点(％)

業
種

（２）人材育成の問題点 

人材育成の問題点をみると（図表 49）、「時間の確保が難しい」の 49.7％

が最も多く、次いで「教育・研修体系が未整備」と、「人材育成ノウハウの

不足」が 35.2％で並んだ。 

業種別にみると（図表 50）、全業種で「時間の確保が難しい」が最多と

なり、「飲食・宿泊業、サービス業」では「教える側の能力・意識が低い」

も同率ト  となった。 

従業員規模別にみると（図表 51）、50人以下の企業では「時間の確保が

難しい」が最も多く、51 人～100 人では「教育・研修体系が未整備」、101

人以上では「人材育成のノウハウ不足」が最も多い結果となった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

     

     

     

     

     

     

     

     

     

    

             

時間の確保が難しい

教育・研修体系が未整備

人材育成のノウハウ不足

人材育成担 者がいない

教える側の能力・意識が低い

教わる側の意識が低い

効果が見えにくい

予算の確保が難しい

特にない

その 

     

図表 49 人材育成の問題点（ＭＡ） 

図表 50 業種別_人材育成の問題点 

n

教わる側
の意識が
低い

教育・研
修体系が
未整備

人材育成
のノウハ
ウ不足

特にない その 

全体 199 21.6 35.2 35.2 10.1 1.0
建設業 69 21.7 39.1 39.1 8.7 0.0
製造業 54 31.5 35.2 33.3 9.3 1.9
卸売業、小売業 24 4.2 25.0 37.5 20.8 0.0
運輸業 40 22.5 32.5 32.5 7.5 2.5
飲食・宿泊業、サービス業 12 8.3 41.7 25.0 8.3 0.0

業
種

人材育成の問題点(％)
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（３）人材育成が必要な対象層 

育成が必要と感じている対象層をみると（図表 52）、「若年層」の 67.3％

が最も多く、次いで「中堅層」の 63.3％、「ミドル管理職層」の 38.3％と

なった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

     

     

     

     

     

     

    

                 

若年層

中堅層

ミドル管理職層

ミドル非管理職層

 ニア管理職層

 ニア非管理職層

その 

     

図表 52 育成が必要な対象層（ＭＡ） 

図表 51 従業員規模別_人材育成の問題点 

n

時間の確
保が難し
い

予算の確
保が難し
い

効果が見
えにくい

人材育成
担 者が
いない

教える側
の能力・
意識が低
い

全体 199 49.7 15.1 20.1 34.2 25.1
 人以下 20 40.0 20.0 0.0 20.0 5.0
 ～  人 65 47.7 24.6 24.6 33.8 20.0
  ～  人 58 53.4 13.8 19.0 37.9 37.9
  ～   人 33 54.5 3.0 21.2 39.4 24.2
   ～   人 16 43.8 0.0 25.0 25.0 25.0
   人以上 1 100.0 0.0 100.0 0.0 0.0

従
業
員
数

人材育成の問題点(％)

n

教わる側
の意識が
低い

教育・研
修体系が
未整備

人材育成
のノウハ
ウ不足

特にない その 

全体 199 21.6 35.2 35.2 10.1 1.0
 人以下 20 15.0 10.0 35.0 25.0 0.0
 ～  人 65 26.2 27.7 21.5 9.2 1.5
  ～  人 58 24.1 39.7 39.7 3.4 0.0
  ～   人 33 18.2 57.6 39.4 12.1 0.0
   ～   人 16 18.8 43.8 56.3 6.3 6.3
   人以上 1 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

従
業
員
数

人材育成の問題点(％)
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（４）育成したい能力 

育成したい能力をみると（図表 53）、「業務に関する基本スキル」と、「業

務に関する専門的な技能・技術」が 58.2％の同率で最も多く、「業務に関す

る専門的な知識」の 45.8％が続いた。 

業種別にみると（図表 54）、「運輸業」と「飲食・宿泊業、サービス業」

では「業務に関する基本スキル」がほかの能力を大きく上回り、ニーズが

大きい一方で、「卸売業、小売業」では「交渉・コミュニケー  ンスキル」

が最も多い結果となった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

     

     

     

     

     

     

    

               

業務に関する基本スキル

業務に関する専門的な技能・技術

業務に関する専門的な知識

指導、  等の管理スキル

交渉・コミュニケー  ンスキル

デジタル技術スキル

その 

     

図表 53 育成したい能力（ＭＡ） 

図表 54 業種別_育成したい能力 

n

業務に関
する基本
スキル

業務に関
する専門
的な知識

業務に関
する専門
的な技
能・技術

指導、 
 等の管
理スキル

交渉・コ
ミュニ
ケー  
ンスキル

デジタル
技術スキ
ル

その 

全体 201 58.2 45.8 58.2 44.8 34.3 18.4 0.5
建設業 70 61.4 55.7 65.7 50.0 22.9 24.3 0.0
製造業 54 50.0 50.0 70.4 44.4 29.6 16.7 0.0
卸売業、小売業 25 44.0 24.0 32.0 32.0 48.0 12.0 4.0
運輸業 40 70.0 42.5 50.0 42.5 45.0 12.5 0.0
飲食・宿泊業、サービス業 12 66.7 25.0 41.7 50.0 58.3 25.0 0.0

業
種

育成したい能力(％)
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７．組合・業界団体に求める事項 

（１）中小企業組合及び業界団体等に行ってほしい取組み 

中小企業組合及び業界団体等に行ってほしい取組みをみると（図表 55）、

「技能・技術の習得に関する研修」が 34.5％で最も多く、「階層別研修」の

31.5％、「関係機関との連携強化」の 29.0％が続いた。 

従業員規模別にみると（図表 56）、20人以下は「技能・技術の習得に関

する研修」が最も多く、21人以上は「階層別研修」が最も多い結果となっ

た。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

     

     

     

     

     

     

     

     

     

    

    

         

技能・技術の習得に関する研修

階層別研修

関係機関との連携強化

業界のイメージア  

新技術・デジタル技術導入に関する研修

労働関連法規及び採用・雇用管理に関する研修

特にない

 ー  ージによる求人情報の掲載

合同企業説明会の開催

パンフ  ト等各種 体での組合員企業の紹介

その 

     

図表 55 希望する共同事業（ＭＡ） 

図表 56 従業員規模別_希望する事業 

n

階層別
研修

技能・技
術の習得
に関する
研修

労働関連法
規及び採
用・雇用管
理に関する
研修

新技術・デ
ジタル技術
導入に関す
る研修

業界の
イメージ
ア  

 ー  ー
ジによる求
人情報の掲
載

全体 200 31.5 34.5 16.5 20.0 28.0 14.5
 人以下 22 9.1 40.9 0.0 18.2 27.3 22.7
 ～  人 65 12.3 35.4 10.8 18.5 26.2 10.8
  ～  人 58 46.6 37.9 24.1 25.9 29.3 12.1
  ～   人 32 40.6 34.4 21.9 21.9 25.0 21.9
   ～   人 16 56.3 18.8 25.0 6.3 37.5 6.3
   人以上 1 100.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

希望する共同事業(％)

従
業
員
数

n

パンフ  
ト等各種 
体での組合
員企業
の紹介

合同企業
説明会の
開催

関係機関
との連携
強化

特にない その 

全体 200 5.5 14.5 29.0 16.5 1.0
 人以下 22 9.1 0.0 22.7 22.7 0.0
 ～  人 65 3.1 3.1 24.6 24.6 3.1
  ～  人 58 1.7 15.5 29.3 12.1 0.0
  ～   人 32 15.6 40.6 40.6 6.3 0.0
   ～   人 16 6.3 25.0 31.3 12.5 0.0
   人以上 1 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

従
業
員
数

希望する共同事業(％)
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（２）その の希望する共同事業 

中小企業組合及び業界団体等に求める取組みに関する自由記述では、

以下のような回答が寄せられた。 

 

 

 

 

８．自由意見 

最後に、自由意見を問うたところ、以下のような回答が得られた。 

（ほぼ原文のまま掲載） 

経営課題に関する意見 

・零細企業の経営の難しさを日々感じています。資  り、先の見通し

が見えにくい等々、経営者マインドを支援いただける事業の継続を

おねがいいたします。 

・初任給が大手さんは 30万を超す勢いです。このままでは零細企業は

ダメになるだけです。とにかく稼ぐ力をつけること。安いものは断る

勇気です。 

・運送約款が本年６月に改訂されたが、その内容が周知されずに、元請

企業、発荷主との運賃交渉が進まず、高コスト化が続き、苦しい経営

です。 

・時給が上がり、ベ ランのパートさん（扶養内）の働く時間が減って

います。新人のパートさんを入れても同じ様には出来ないので、管理

職の人間が教えながら入るしかない。 時間になったパートさんの

意識は低くなる。 

 

人材確保に関する意見 

・若い人材が不足している為、 き継ぎが出来なく取 先を 小しなく

てはならない時が来ると思う。昔とは違い、指導も難しくなってお

り、意識を高める教育を徹底しなくてはと考えております。 

・人口減少が続く世のなかで、採用が今後今のようにできなくなるのは

 たり なので、それを 提として考えています。採用がうまくいか

なくて たり として、それでも存続可能な企業にしていくつもり

なので、私にとっての最重要課題は採用ではありません。採用の強化

を謳う経営者が多いですが、それはこれからの世の中不可能です。人

がいなくても業務が滞りなく進む仕組みが必要です。採用して人を

増やそうと従来の考えしかできない企業は淘汰されると思います。 

・人材の流動化防止のための研修。 

・キントーン等経理関係のＤＸ化によるメリ トの講習会等の開催。 

・後継者問題、人材確保自体、下請け企業の強化・生き残り。 
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・人手不足に乗じて求人広告サイトや人材サービス業があまりに多い

ように感じます。職業斡旋法の改正等を通じて過剰な人材サービス

業は規 され、労働力が実業に回るべきかと思います。ハ ーワーク

を中心とした状況が生まれるよう、規 の強化を求めていくべきか

と思います。そうでなければ資 力の豊 な企業が有 な状況はま

すます加速するものと危惧します。 

 

人材育成に関する意見 

・2024年問題により研修会に参加できない。（運転業務が少ない土曜日

が主となるため）また、土曜日に開催される研修がほとんど無い。時

 、職種能力ア  、スキルア  と言うが、労働集約型産業には矛

盾が生じている。 

 

外 人材活用に関する意見 

・技能実習生を入れられる業界なのに け入れ体 を業界が行ってい

ない。外 人材の け入れの協力、業界への働きかけを行ってほし

い。 

・弊社は、溶接工・機械工の人材が必要であるも 純な業務は無い為、

教育には長い年月が必要。依って外 人や  社員はお断りしてい

ます。 
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III 調査結果の総括 

本調査のメイン ーマである人材の確保・育成に焦点を絞り、アンケート

調査結果のポイントを改めて整理する。 

 

１．経営上の問題点及び人材不足の影響と対応（p.８～p.12） 

・経営上の問題点は、「人材不足」（72.3％）が群を抜いて高く、第２位の「光

熱費・原材料・仕入品の高騰」（50.0％）を 20ポイント以上上回る。 

・これは、直近３年間において募集人員を「採用できている」企業が 46.8％

と半数に満たないためで、人材不足の影響は、「従業員の負担増加」（71.6％）

や「売上機会の逸失」（51.5％）という形で現れている。 

・こうした課題に対して回答企業では、主に「業務の外注」（51.1％）や「多

能工化」（39.4％）により対応している。 

・ちなみに、直近１年間の経営状況別に採用状況をみると、経営状況が「良

い」企業では 60.9％が「採用できている」ものの、「悪い」企業では 39.5％

にとどまっている。 

 

２．人材確保の現状と今後（p.13～p.19） 

・現状用いられている採用方法は、「ハ ーワークの活用」（79.7％）が最も

多く、以下、「知人・社員の紹介」（70.3％）、「ＨＰへ求人情報掲載」（58.5％）、

「求人サイト」（57.6％）となった。 

・今後についても「ハ ーワークの活用」（81.2％）意向は最も多いものの、

現状と比べて「知人・社員の紹介」（＋8.2 ポイント）や「ＳＮＳの活用」

（＋7.9 ポイント）、「ＨＰへ求人情報掲載」（＋6.3 ポイント）などで、今

後の実施意向の高まりが大きい。 

・そして、採用力強化に向けて今後行いたい取組みとしては、「賃 の 上げ」

（55.4％）が過半を占めるほか、「職場環境の改 」（39.5％）、「各種労働

 件の改 」（34.4％）、「   生の 実」（34.4％）など、従業員の働き

やすさの改 が上位に挙げられた。また、「採用活動の見直し」（39.5％）

や「知名度・企業イメージの向上」（35.4％）も高い関心を集めている。 

・雇用・活用したい人材の種類は、「正規社員」が 93.5％と圧倒的に多い。一

方で、「女性」（21.9％）や「 ニア人材」（17.4％）は２割 後、「外 人

材」（13.4％）、「  フェ    ル人材」（12.4％）、「兼業・ 業人材」

（6.5％）に至っては１割 後と、活用意向は総じて低い。 
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３．人材育成の現状と今後（p.20～p.24） 

・現在の人材育成手法は、「ＯＪ 」（81.4％）がト  で、「ＯＦＦ－Ｊ 」

（50.8％）、「自己啓発の補助」（40.8％）と続く。経営状況の良し悪しと人

材育成の実施状況には相関がみられ、特に、教育研修費、   生費など

資 負担を伴う「ＯＦＦ－Ｊ 」、「自己啓発の補助」の実施は、経営状況

の「良い」企業が「悪い」企業を大きく上回る（「良い」－「悪い」企業の

実施率＝「ＯＦＦ－Ｊ 」は 32.4ポイント差、「自己啓発の補助」が 26.7

ポイント差）。 

・今後の実施方針は、現状と同様、「ＯＪ 」（83.4％）がト  だが、現状

比では「スキルマ  の策定」（＋9.5ポイント）や「人材育成計画の策定」

（＋8.8ポイント）への取組み意向が高まっている。 

・人材育成の主な問題点は、「時間の確保が難しい」（49.7％）を半数の企業

が挙げた。そのほか、「教育・研修体系が未整備」（35.2％）、「人材育成の

ノウハウ不足」（35.2％）、「人材育成担 者がいない」（34.2％）が３割超

を占めた。 

 

４．組合・団体等に期待する取組み（p.25～p.27） 

・人材の確保・育成に向けて、中小企業組合や業界団体等に期待する取組み

としては、「技能・技術の習得に関する研修」（34.5％）、「階層別研修」（31.5％）

など、教育研修事業が最上位となった。 

・「関係機関との連携強化」（29.0％）や「業界のイメージア  」（28.0％）

も３割近い一方で、「ＨＰによる求人情報の掲載」（14.5％）、「合同企業説

明会の開催」（14.5％）、「パンフ  ト等各種 体での組合員企業の紹介」

（5.5％）と、人材確保への支援要望は相対的に少なかった。 
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IV 本調査結果に基づく提言 

 述の調査結果を踏まえ、県内組合及び中小企業に求められる取組みを以

下の通り提言する。 

 

１．企業に求められる取組み 

（１）人材確保面の取組み 

キーワードは「“マス”から“個”」「“待ち”から“攻め”」 

まず、採用方法については、現状「ハ ーワークの活用」（79.7％）、「Ｈ

Ｐへの求人情報掲載」（58.5％）、「求人サイト」（57.6％）など、定番の手法

が多く用いられていることがアンケート調査から明らかになった。しかし、

近年は少子化を背景とする売り手市場化の進展や情報通信技術の発達を背

景に、新しい採用手法が多数登場している。アンケート調査で２番目に高

い回答率となった「知人・社員の紹介」（70.3％）は、“リファラル採用”と

呼ばれ中途採用のト ンドの手法となっており、「ＳＮＳの活用」（27.8％）

は、2010年以降広がりをみせている。ほかにも、求人 体などの第三者を

介さずに企業が求職者に直接コンタクトする“ダイ クトリクルー ィン

グ”、自社を退職した人材を再雇用する“アル  イ採用”などが行われて

いる。 

こうした動きを俯瞰してみると、広く募集をかけて母集団を形成する“マ

ス型採用”から求職者に１対１で向き合う“個別採用”へ、また求職者から

の応募を待つ“待ちの採用”から企業が能動的に求職者にア  ーチする

“攻めの採用”へという流れが起こっているといえる。採用環境等の変化

に伴い新たな手法が生み出されているわけだが、人材獲得策に万能薬はな

い。企業においてはトライ・アンド・エラーを り返して、自社に合った採

用手法を見出していくことが重要であろう。 

 

   生など“非 銭的な報酬”で差別化 

次に、求職者の企業選びの基準に関しては、希望する業種、職種が決まっ

ている 提に立てば、給与、労働時間、休日・休暇など、労働 件が主な物

差しになる。しかし、昨今の賃上げ水準の格差にみられるように、労働 

件の改 は得てして大企業の後追いとなりがちで、中小企業が優位性を築

くことは難しい。そこで、定性的な側面において特長を打ち出し、求職者

にアピールしてはどうだろうか。 

たとえば、   生は“非 銭的な報酬”といわれ、雇用主が独自に定め

ることができる「法定外   生」の 実度が、就活における企業選びの

注目ポイントとなっている。耳を疑うかもしれないが、家族と食べるおせ
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ち料理の料 を企業が負担する「おせち 度」、15～30分程度の昼寝を認め

る「 エスタ 度」、事 予約 で  トを連れた出社を認める「  ト同

伴 度」など、趣向を凝らしたユニークな   生を導入する企業もある。

従業員の意見を聞きながら、自社に合った   生 度を検討してみる価

値は十分あるのではないだろうか。 

 

（２）人材育成面の取組み 

注目される“ワーク・エンゲイジメント” 

人材育成の分野における今の注目点としては、“ワーク・エンゲイジメン

ト”が挙げられる。ワーク・エンゲイジメントは、仕事にやりがい（誇り）

を感じ、熱心に取組み、仕事から活力を得ている状態を指し、その向上に

よって生産性や定着率の向上が期待される。 

ワーク・エンゲイジメント研究の第一人者である慶應義塾大学・島津明

人教授によれば、ワーク・エンゲイジメントを高めるために企業ができる

方策には、①上司の声掛け・マネジメント、②若年層の自己効力感（「やっ

たらできた」という自信）の向上、③従業員の自律性を許容する風土づく

り、があると言う。こうした視点をＯＪ に取り入れ、若者に向き合って

いくことが重要だろう。 

 

心理的安全性の高い組織づくりを 

弊所が 2022年６月に実施した「従業員の就業観や働きがい（エンゲイジ

メント）に関する実態調査」において、静岡県のＺ世代が仕事をする上で

何に（どこに）やりがいを感じるかを質問したところ、「スキルア  や自

己の成長」（47.1％）が「報酬（昇給）」（45.0％）を上回り最も高く、次い

で、「興味のある分野の仕事」（35.7％）、「新しいことへの挑 」（27.1％）

となった。従業員が成長を実感できる職場づくり、心理的安全性の高い組

織づくりを進め、ＳＮＳや就職説明会など多様な 体で情報発信していけ

ば、円滑な採用にもつながっていくと思われる。 

 

（３） 面の人手不足対策 

両輪となる「省力化」による生産性向上 

本節の１項と２項では「人材確保・育成」に焦点を て、その解決への取

組みを提言した。しかし、人材確保や育成は、成果が表れるまでに時間を

要することが多い。そのため、限られた人員で業務を進めるための手段と

して、「省力化」への取組みを勧めたい。「省力化」には、作業   スの改

 や機械の導入といった手段がある。このような取組みにより、生産性を

向上させることで、慢性的な人手不足への対応が可能となる。 
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「デジタル化」へのチャ ンジに期待 

「デジタル化」とは、紙や手作業を削減し、  技術を活用して生産性を

向上させる取組みである。近年では、初月無料や導入初期の割 があるサ

ブスクリ   ン型サービスが普及しており、企業は低コストでツールを

試用できる。これにより、仮に期待通りの効果が得られなかった場合にも、

別のツールへの切り替えが容易となった。 

デジタル化を進めていくと、次第にツールを導入すること自体が目的に

すり替わってしまうことがある。  コーディネータからの支援を ける

など、第三者の視点を取り入れながら、目的に対する有効な手段として適

切なツールの選定と運用を行うことが肝要である。 

 

２．組合・団体等に期待される取組み 

（１）人材確保面の取組み 

企業間連携を促進し、認知度・イメージの向上を 

 方、集団を形成し一定の規模を持つことでできることもある。 

採用活動をマーケ ィングと捉え、採用フ ーを「Ａ ＤＭＡの法則」に

沿って求職者目線で考えてみると、求職者に企業の存在を知ってもらう「注

意（Ａ：Attention）」段階においては、地域・社会課題の解決に取組み、企

業や業界の認知度・イメージ向上を図る取組みが、企業間連携により行い

やすくなる。その１つの選択肢として、“地域一体型オー ンファクトリー”

が考えられる。地域内の企業等が面として集まり、生産現場を公開したり、

来場者にものづくりを体験してもらう取組みは、存在感を高める以外にも

ビジネス機会の創出や交流・関係人口の増加などの効果が期待される。2010

年代より全 に広がり始めた試みは、本県においても、静岡市内企業約 30

社が「ファクハク静岡工場博覧会」と銘打ち 2023 年より開催されている。

業種 位、地域 位、ＢtoＢ企業においては川下を巻き込んだサ ライチ

ェーン 位など、さまざまな枠組みによる多様な取組みが期待される。 

 

最新の採用関連情報を収集・共有 

「欲求（Ｄ：desire）」段階においては、求職者への接触により働きたい

と思わせる工夫が求められる。ミートア  採用（交流会、勉強会などを

通じて、企業の魅力や雰囲気を求職者等に直接伝え、良好な関係性を築く）、

カルチャーマ チ採用（社風や企業理念、価値観などを可視化し、応募者

の適合度合を診断する）など、ここでも求職者の価値観の変化を捉えた新

しい手法が登場しているが、人事担 者がいない企業が絶えず知識をア 

 デートすることは容易ではない。採用手法も含めて、組合・団体等が最

新情報を収集・共有する機能を担う意義は、大いにあると考えている。 
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（２）人材育成面の取組み 

組合の教育研修事業の拡  

ＯＦＦ－Ｊ や自己啓発の支援においても組合・団体等が関与する余地

は大いにある。人材育成の問題点として、「時間の確保が難しい」（49.7％）、

「教育・研修体系が未整備」（35.2％）、「人材育成のノウハウ不足」（35.2％）

が多く挙げられたが、外部資源を活用することで補完できる部分は多い。 

中小企業が 独で外部講師を招いた企業内研修会を実施することは、手

間や費用を考えると割に合わないが、組合・団体が主催者となり組合員向

けのオー ン ミ ーを企画・開催することは可能だろう。そこで、自社

の課題に合った講師が見つかれば、個別コンサル ィングを依頼するなど、

経営改 の深掘りにつながっていく。また、資格取得や専門書籍購入、通

信講座 講費用などの支援もできるのではないか。 

 

期待したい“組合員の研修課”の役割 

アンケート調査結果からは、経営状況のよしあしと人材育成の実施状況

が相関関係にあることが示された。人的資本経営が注目される昨今、人へ

の投資を起点として、従業員エンゲイジメント向上→生産性向上→企業業

績向上→教育投資、賃 増加といった好循環を生み出せるよう、組合・団

体等には“組合員の研修課”となり、傘下企業を支えていくことが望まれ

る。 

 

３．おわりに 

近年、「共創」や「オー ンイノベー  ン」が注目されているが、社外

のリソースを活用して新たな価値を生み出すという考え方は、中小企業組

合 度の流れをくむものであり、時代背景に応じて事業内容や手法は変わ

ろうと、根底にある思想は今もなお色あせるものではない。中小企業組合

及び業界団体各位が、人材確保・育成事業に一層注力され、加盟組合員の

皆様がさらなる発展を遂げられることをご祈念申し上げ、結びとする。 

 

（執筆：一般財団法人静岡経済研究所 主席研究員 大石真裕） 
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V 本会や支援機関の具体的支援策 

 章の提言において述べた人材確保・育成への取組みを行う際に役立つ、

本会が用意する支援メニューを紹介する。 

 

１．人材確保に向けた取組みに活用可能な事業 

 

（１）連携組織等経営基盤強化支援事業 

【事業概要】 

新事業や新 品開発、またこれらに伴うマーケ ィング活動を支援す

る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【お問合せ先】 

静岡県中小企業団体中央会 組合支援課 

電話：054-254-1511  

（令和６年度支援メニュー紹介資料より抜粋） 
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２．人材育成に向けた取組みに活用可能な事業 

 

（１）連携組織等経営力支援強化事業 

【事業概要】 

組合や組合設立を目指すグルー 等が抱える様々な課題について中央

会職員が伴走支援を行い、専門家  や研究会の開催などを通じその

解決策を探る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【お問合せ先】 

静岡県中小企業団体中央会 組合支援課 

電話：054-254-1511  

（令和６年度支援メニュー紹介資料より抜粋） 
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（２）デジタル化人材育成講座 

【開催趣旨】 

デジタル化を進めるうえでの基礎的な知識の習得に加えて、現場での

デジタル化の実践に必要な知識やスキルの習得、さらには経営の視点

で必要な知識や考え方の習得等、各企業等のデジタル化導入から実践

に至るまでの取組みを後押しする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【お問合せ先】 

静岡県中小企業団体中央会 情報対策課 

電話：054-254-1511  

（ ミ ー開催チラ ※令和６年度実施済） 
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３．省力化に向けた設備導入への支援 

 

（１）中小企業省力化投資補助  

【 度概要】 

人手不足解消に効果がある ボ トや ｏ などの製品を導入するた

めの経費を が補助することにより、簡易で即効性がある中小企業の

省力化投資を促進し、売上拡大や生産性向上を図るとともに賃上げに

つながることを目的とする。 

（詳細はＵＲＬを参照:https://shoryokuka.smrj.go.jp/） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【お問合せ先】 

静岡県省力化補助 事務局（中央会 省力化支援 ンター） 

電話：054-333-9819  

（中小企業省力化投資補助 チラ ※令和７年２月 14日時点） 

） 
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VI 参考資料 

１．アンケート調査票 
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